
   

 

報 道 資 料 ２０２５年６月２０日 

一般社団法人中国経済連合会 

 

 

 

「景気動向アンケート調査結果（2025年 5月調査）」について 

 

 

 

一般社団法人中国経済連合会（会長 芦谷茂）は、年 4回（2、5、8、11月）、会員を

中心とした中国地域の企業等を対象に景気動向アンケート調査を実施しております。この度、

2025年 5月調査を実施しましたので別紙の通りお知らせいたします。 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本調査結果は、当連合会ホームページに掲載しています。 

ＵＲＬ：https://www.chugokukeiren.jp（中国経済連合会トップ―景気動向） 

 

・調査内容に関するご質問等ございましたら、下記までご連絡ください。 

(一社)中国経済連合会   担当：宮地・木戸  

ＴＥＬ：082-548-8523  Ｅ-mail：zh-kido@pnet.gr.energia.co.jp     

ＦＡＸ：082-245-8305 

 

 

https://www.chugokukeiren.jp/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

当連合会では，このほど中国地域の最近の景気動向を把握するため，会員企業等に対しアンケート調

査を実施した。 

【調査要領】 
・調査時期：2025年 4月 25日～5月 27日（毎年 5，8，11，2月を目途に調査予定） 
・調査対象：会員 598社 非会員 112社 計 710社 
・回答社数：221社（回答率 31.1％） 
・回答企業内訳：製造業 61社，非製造業 160社（うち建設業 49社） 

概況 

・中国地域の景況感ＤＩは▲7.2 と前回調査から悪化しマイナス幅が拡大した。 

・先行きのＤＩについても▲14.5 と前回調査から悪化し引き続きマイナス見通しとなった。 

トピックス（項目別動向） 

 

Ⅰ.景気動向【2～4 ページ】 

・景況感ＤＩは▲7.2（前回▲3.1）と悪化した。前回調査に引き続き原材料・資材価格の上昇による

マイナス要因が多く，次いで個人消費の減少，企業収益の悪化がマイナス要因として多く挙げられ

ている。なお，「どちらともいえない」とする回答は 73％となった。 

・先行き（2～3 ヶ月先）のＤＩは▲14.5（前回▲6.9）とマイナス幅が拡大した。主な要因として輸

出の動向，海外経済の動向，原材料・資材価格の動向などが挙げられている。なお，「どちらとも

いえない」とする回答は 72％となった。 

・一方，建設業においては，現在および先行きとも景況感ＤＩは設備投資の増加を背景にプラスとな
っている。 

  

Ⅶ.賃上げ【18～22 ページ】 

・2025 年度に賃上げを「実施した」または「実施予定」との回答は，正社員で 90％，非正規社員で
54％となり、2024年度と同水準であった。 

・2025年度の賃上げ率については正社員・非正規社員ともに約75％の企業が5％未満に留まっている。 

 

Ⅸ.トランプ大統領米政権による関税措置【29～31 ページ】※アンケート期間 4/25～5/27 

・アメリカ政権の関税措置による影響を受けているとした回答は 34％となっている。 

・影響の内容として，「需要の停滞」，「販売量・生産量の低下」，「コストの増加」などが挙げら
れている。 

・先行きの対応については，「当面は静観」，「特に対応はしない」，「未定」とした回答が上位と
なっており，トランプ政権の流動的な言動を反映した結果となっている。 

・先行きの懸念事項については，「わからない」が最も多いが，次いで「需要の停滞」，「販売量・
生産量の低下」などが挙げられている。 

 

 

 

 

・ＤＩ：   ディフュージョン・インデックスの略。企業の業況感や雇用人員の過不足などの各種判断を指数化したもの。一般的に「良い」と回答した 

企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を引いた数値で求め，良い・悪いなどの「景況水準（レベル）」を表す。 

・ＢＳＩ：  ビジネス・サーベイ・インデックス（景気動向指数）の略。算出方法は「上昇（増加）」と回答した企業の割合から「低下（減少）」と回答した 

企業の割合を引いた数値で求める。上昇（増加）・下降（減少）などの「景況変化（方向性）」を表す。 

一般社団法人中国経済連合会 

中国地域景気動向アンケート 

調査結果（2025 年 5 月調査） 
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中国地域景気動向アンケート 2025年 5月調査結果 
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Ⅰ.景気動向 
 

・景況感ＤＩは▲7.2（前回▲3.1）と悪化した。前回調査に引き続き原材料・資材価格の上昇によ

るマイナス要因が多く，次いで個人消費の減少，企業収益の悪化がマイナス要因として多く挙げら

れている。なお，「どちらともいえない」とする回答は 73％となった。 

・先行き（2～3 ヶ月先）のＤＩは▲14.5（前回▲6.9）とマイナス幅が拡大した。主な要因として

輸出の動向，海外経済の動向，原材料・資材価格の動向などが挙げられている。なお，「どちらと

もいえない」とする回答は 72％となった。 

・一方，建設業について現在および先行きの景況感ＤＩは，設備投資の増加を背景にプラスとなって

いる。 
 

１．現在（2025年 5月）の景況感について 

・景況感ＤＩ（「大変良い＋良い」割合－「悪い＋大変悪い」割合）は，▲7.2〔前回比▲4.1〕と悪化した。産業

別では，製造業は▲19.7〔同▲1.2〕と悪化，非製造業は▲11.7〔同▲8.1〕とマイナスへ転じた。

一方，建設業は＋18.4〔同＋2.0〕と 8期連続プラスを維持した。 

・先行き（2～3 ヶ月先）の景況感ＤＩは，▲14.5〔現状比▲7.3〕となっている。産業別では，製造業

は▲34.4〔同▲14.7〕，非製造業は▲12.6〔同▲0.9〕，建設業は＋6.1〔同▲12.3〕と，建設業の

みプラスを維持している。 

・現在および先行きの景気動向について，「どちらともいえない」と回答した割合も多い。 

（現在 72.9％，先行き 71.9％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 先行き

23年 24年 25年

全産業 ▲ 28.8 ▲ 7.1 ▲ 1.2 ▲ 2.5 ▲ 0.8 0.5 2.2 0.0 ▲ 3.1 ▲ 7.2 ▲ 14.5

製造業 ▲ 36.1 ▲ 9.1 ▲ 9.4 ▲ 10.8 ▲ 6.2 ▲ 18.4 ▲ 11.0 ▲ 17.5 ▲ 18.5 ▲ 19.7 ▲ 34.4

非製造業 ▲ 33.3 ▲ 6.8 0.8 0.0 ▲ 0.8 10.8 9.9 4.8 ▲ 3.6 ▲ 11.7 ▲ 12.6

建設業 ▲ 8.8 ▲ 5.0 5.3 4.0 5.5 0.0 2.0 9.0 16.4 18.4 6.1

▲ 50.0

0.0

50.0

【 D.I.】 中国地域景況感D.I.の推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業 建設業
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72.7 

50.0 

36.4 

36.4 

31.8 

13.6 

9.1 

9.1 

9.1 

0 20 40 60 80 100

設備投資の増加

企業収益の回復

公共投資の増加

賃金の上昇

観光・インバウンドの増加

個人消費の回復

株価の上昇

景気対策の効果

その他

（％）

【景況感が良い要因（全産業）】

51.4 

37.8 

37.8 

29.7 

29.7 

27.0 

27.0 

24.3 

24.3 

24.3 

18.9 

16.2 

10.8 

8.1 

8.1 

5.4 

0 20 40 60 80 100

原材料・資材価格の上昇

個人消費の減少

企業収益の悪化

海外経済の減速

労働力不足

設備投資の減少

為替相場

輸出の減少

原油価格の上昇

賃金の上昇

公共投資の減少

物流問題

その他

株価の下落

金利の上昇

観光・インバウンドの停滞

（％）

【景況感が悪い要因（全産業）】

２．景況感の判断要因について 

（１）景況感が良いとしている要因（景況感が良いとした回答が対象） 

・景況感が良い要因として，「設備投資の増加（72.7％）」〔前回比＋3.9〕，「企業収益の回復

（50.0％）」〔同＋12.5〕などが挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）景況感が悪いとしている要因（景況感が悪いとした回答が対象） 

・景況感が悪い要因として，「原材料・資材価格の上昇（51.4％）」〔前回比▲23.0〕，「個人消費

の減少（37.8％）」〔同▲3.2〕，「企業収益の悪化（37.8％）」〔同＋1.9〕などが挙げられてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

※複数回答 

※複数回答 
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60.0 

33.3 

26.7 

20.0 

13.3 

6.7 

6.7 

6.7 

6.7 

6.7 

6.7 

0 20 40 60 80 100

設備投資の動向

賃上げの動向

公共投資の動向

観光・インバウンドの動向

個人消費の動向

輸出の動向

消費者物価の動向

株式市場の動向

原材料・資材価格の動向

為替相場の動向

その他

（％）
【先行きをプラスと判断した要因（全産業）】

46.7 

44.4 

44.4 

33.3 

31.1 

24.4 

24.4 

20.0 

20.0 

15.6 

15.6 

15.6 

15.6 

15.6 

8.9 

4.4 

0 20 40 60 80 100

輸出の動向

海外経済の動向

原材料・資材価格の動向

労働力不足

個人消費の動向

設備投資の動向

賃上げの動向

原油価格の動向

為替相場の動向

公共投資の動向

消費者物価の動向

物流問題

金利の動向

その他

株式市場の動向

観光・インバウンドの動向

（％）

【先行きをマイナスと判断した要因（全産業）】

３．先行き（2～3ヶ月先）判断要因について 

（１）先行きが良いとした要因（先行きが良いとした回答が対象） 

・先行きが良い要因として「設備投資の動向（60.0％）」〔前回比▲28.3〕，「賃上げの動向

（33.3％）」〔同＋7.2〕などが挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）先行きが悪いとした要因（先行きが悪いとした回答が対象） 

・先行きが悪い要因として「輸出の動向（46.7％）」〔前回比＋28.8〕，「海外経済の動向

（44.4％）」〔同＋16.2〕，「原材料・資材価格の動向（44.4％）」〔同▲22.3〕などが挙げられ

ている。 

・マイナス要因として海外情勢に関連する回答が増加しており，トランプ関税の影響が反映されたと

思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

※複数回答 
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21/08 21/11 22/02 22/05 22/08 22/11 23/02 23/05 23/08 23/11 24/02 24/05 24/08 24/11 25/02 25/05

全産業 ▲ 9.3 ▲ 6.9 ▲ 0.9 ▲ 7.6 ▲ 10.7 ▲ 8.7 ▲ 3.4 9.0 8.7 8.0 14.3 ▲ 1.8 3.1 5.4 13.2 ▲ 4.2

製造業 16.1 1.3 15.3 ▲ 18.1 ▲ 4.4 ▲ 19.0 ▲ 11.1 9.1 8.0 21.6 26.2 1.6 0.0 ▲ 6.3 13.8 ▲ 4.9

非製造業 ▲ 18.8 ▲ 11.0 ▲ 7.2 ▲ 2.7 ▲ 13.3 ▲ 5.0 ▲ 0.5 9.0 9.0 1.8 9.7 ▲ 3.1 4.4 9.4 12.9 ▲ 3.9

▲ 80.0

0.0

80.0

【BSI】

（年/月）

経常利益BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

Ⅱ.業績見通し 
 

・売上判断ＢＳＩは＋14.3となり，製造業・非製造業ともに増収の見通し。 

・利益判断ＢＳＩは▲4.2となり，製造業・非製造業ともに減益の見通し。 

 

 

１．2025年度売上見通しについて 

・2025 年度の売上見通しについては，「増加」が 35.0％，「横這い」が 44.3％，「減少」が 20.7％

で，売上判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は＋14.3〔前回比▲15.1〕となり，引き続き増収を見

込む企業があるものの，前回調査からは減少しており慎重な見方をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．2025年度利益見通しについて 

・2025 年度の利益見通しについては，「増加」が 27.6％，「横這い」が 40.6％，「減少」が 31.8％

で，利益判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は▲4.2〔前回比▲17.4〕となり，減益を見込んでい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

21/08 21/11 22/02 22/05 22/08 22/11 23/02 23/05 23/08 23/11 24/02 24/05 24/08 24/11 25/02 25/05

全産業 3.3 5.6 14.4 14.3 10.7 22.0 21.0 29.8 26.5 23.3 27.7 18.2 20.2 19.4 29.4 14.3

製造業 23.6 18.6 29.7 13.9 28.4 25.9 30.5 33.8 25.4 36.5 40.0 24.6 26.6 12.7 29.2 16.4

非製造業 ▲ 4.5 ▲ 0.6 8.4 14.6 3.1 20.5 17.4 28.2 26.9 17.5 22.9 15.7 17.6 21.8 29.4 13.5

▲ 80.0

0.0

80.0

【BSI】

（年/月）

売上BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業
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14.5 

26.9 

20.2 

12.7 

29.2 

19.7 

15.1 

25.9 

20.4 

64.5 

59.0 

59.6 

71.4 

53.8 

60.7 

62.0 

61.1 

59.2 

20.2 

13.7 

18.8 

15.9 

16.9 

19.7 

21.8 

12.3 

18.5 

0.8 

0.4 

1.4 

1.1 

0.6 

1.9 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【最近(2～3ヶ月程度)の物価動向】

かなり上昇している やや上昇している 横這い やや低下している かなり低下している

Ⅲ. 物価，原材料・資材価格，為替相場の影響等 
 

（物価動向） 

・最近（2～3ヶ月程度）の物価は「上昇」が 80％，「横這い」が 19％となっている。 

 また，上昇項目は「人件費」，「資材」，「原材料」などが挙げられている。 

・先行きの物価動向は「上昇」が 77％，「横這い」が 21％となっている。 

（原材料・資材価格の動向と影響） 

・原材料・資材価格の動向により，65％が収益に悪影響を受けている。 

・最近（2～3 ヶ月程度）の原材料・資材価格は「上昇」が 70％，「横這い」が 27％となってい

る。 

また，上昇品目は「鋼材」，「石油製品」，「非鉄金属」などが挙げられている。 

・先行きの原材料・資材価格動向は「上昇」が 67％，「横這い」が 28％となっている。 

（為替相場の影響） 

・現在の為替水準について，「収益に影響は受けていない」が 50％，「収益に悪い影響を与える」

が 35％となっている。 

・適正な為替水準は「130円～140円未満」が44％，「120円～130円未満」が25％となって

いる。 
 
１．物価動向について 

（１）最近（2～3ヶ月程度）の物価動向について 

①最近の物価動向について ※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・最近の物価動向については，「上昇」が 79.8％〔前回比▲6.1〕，「横這い」が 18.8％〔同＋

5.1〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに引き続き「上昇」の割合が高いが，前回調査からは減少しており，

「かなり上昇している」とした回答も減少している。 

（「上昇」：製造業 80.4％〔前回比▲2.6〕，非製造業 79.6％〔同▲7.4〕） 
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83.0 

59.6 

53.2 

51.5 

42.7 

11.7 

8.8 

6.4 

71.4 

59.2 

77.6 

51.0 

53.1 

6.1 

8.2 

8.2 

87.7 

59.8 

43.4 

51.6 

38.5 

13.9 

9.0 

5.7 

0 20 40 60 80 100

人件費

資材

原材料

エネルギー価格

物流費

リース・レンタル料

不動産・賃貸料

情報通信費

（％）

【上昇しているモノ】

全産業

製造業

非製造業

②上昇しているモノについて 

・上昇しているモノは，「人件費(83.0％)」〔前回比＋4.1〕が最も多く，次いで「資材

（59.6％）」〔同＋0.3〕，「原材料(53.2％)」〔同▲4.5〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに「人件費」の割合が多く，非製造業では最も多くなっている。 

（製造業 71.4％〔前回比▲6.4〕，非製造業 87.7％〔同＋8.4〕） 

・製造業では「原材料」の割合が最も多い。（77.6％〔前回比▲7.6〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）先行き（2～3ヶ月後）の物価動向について ※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・先行きの物価動向については，「上昇」が 76.7％〔前回比▲7.6〕，「横這い」が 20.6％〔同＋

6.3〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに引き続き物価上昇を見込む割合が多いが，前回調査からは減少している。 

（製造業 78.7％〔前回比▲11.9〕，非製造業 75.8％〔同▲6.0〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※複数回答 

4.6 

7.2 

4.7 

3.2 

4.7 

3.3 

5.1 

8.2 

5.2 

69.3 

77.1 

72.0 

68.3 

85.9 

75.4 

69.7 

73.6 

70.6 

25.2 

14.3 

20.6 

25.4 

7.8 

19.7 

25.1 

17.0 

20.9 

0.4 

0.4 

1.9 

1.6 

1.6 

0.6 

2.0 

0.4 

0.9 

0.9 

1.6 

1.6 

0.6 

1.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【物価動向(見通し-2～3ヶ月後）】

かなり上昇する やや上昇する 横這い やや低下する かなり低下する
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1.5 

3.0 

2.1 

4.4 

3.8 

2.2 

2.3 

1.1 

12.4 

11.4 

15.7 

15.2 

6.7 

11.3 

11.0 

13.8 

18.4 

14.6 

15.9 

17.1 

6.5 

11.1 

9.4 

18.7 

18.4 

21.8 

64.2 

59.8 

57.9 

65.2 

60.0 

64.2 

63.7 

59.8 

54.0 

7.3 

9.8 

7.1 

13.0 

17.8 

11.3 

4.4 

5.7 

4.6 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【原材料・資材価格が収益に与える影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない

ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている

10.4 

9.8 

10.8 

6.5 

11.1 

9.4 

12.4 

9.2 

11.6 

61.5 

63.6 

59.0 

69.6 

66.7 

66.0 

57.3 

62.1 

54.7 

25.9 

25.0 

27.3 

23.9 

20.0 

20.8 

27.0 

27.6 

31.4 

2.2 

1.5 

2.9 

2.2 

3.8 

3.4 

1.1 

2.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【最近(2～3ヶ月程度)の原材料・資材価格動向】

かなり上昇している やや上昇している 横這い やや低下している かなり低下している

２．原材料･資材価格の動向と収益への影響等について 

（１）原材料・資材価格の動向が収益に与える影響について  

※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」，「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」  

・原材料・資材価格の動向が収益に与える影響については，「悪い影響」が 65.0％〔前回比▲4.6〕と

依然として高い状態が続いている。 

・製造業・非製造業ともに「悪い影響」が継続している。 

（製造業 75.5％〔前回比▲2.3〕，非製造業 58.6％〔同▲6.9〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）最近の原材料･資材価格の動向について 

①最近（2～3ヶ月程度）の原材料･資材価格の動向について 

※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・最近の原材料・資材価格については，「上昇」が 69.8％〔前回比▲3.6〕と高止まりしている。 

・特に製造業で「上昇（75.4％）」〔前回比▲2.4〕の割合が多い。 
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56.7 

49.5 

32.0 

12.4 

11.3 

5.2 

4.1 

3.1 

55.0 

57.5 

35.0 

7.5 

7.5 

10.0 

-

7.5 

57.9 

43.9 

29.8 

15.8 

14.0 

1.8 

7.0 

-

0 20 40 60 80

鋼材

化学，石油製品

非鉄金属

食料

木材

紙

その他

繊維

（％）

【上昇している原材料・資材】

全産業

製造業

非製造業

5.3 

3.8 

3.8 

4.4 

5.7 

5.9 

6.2 

63.9 

66.2 

63.2 

68.9 

75.6 

75.0 

61.4 

61.2 

55.6 

30.1 

27.7 

27.8 

26.7 

22.2 

19.2 

31.8 

30.6 

33.3 

0.8 

1.5 

5.3 

5.8 

1.1 

2.4 

4.9 

0.8 

2.2 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【原材料・資材価格動向(見通し-2～3ヶ月後）】

かなり上昇する やや上昇する 横這い やや低下する かなり低下する

②上昇している原材料・資材について 

・上昇している原材料･資材は，「鋼材(56.7％)」〔前回比＋3.6〕が最も多く，次いで「化学・

石油製品(49.5％)」〔同＋3.7〕，「非鉄金属(32.0％)」〔同▲1.3〕となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）先行き（2～3ヶ月後）の原材料･資材価格の動向について 

※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・先行きの原材料・資材価格の動向については，「上昇」が 67.0％〔前回比▲3.0〕，「横這い」が

27.8％〔同＋0.1〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに引き続き原材料・資材価格の高い状態が続くと見込んでいる。 

（製造業 75.0％〔前回比▲0.6〕，非製造業 61.8％〔同▲5.3〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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0.4 

2.2 

1.4 

1.6 

4.6 

1.9 

1.2 

1.1 

15.8 

14.6 

13.6 

22.2 

18.5 

16.7 

13.5 

13.0 

11.8 

49.8 

51.3 

50.3 

30.2 

30.8 

42.6 

56.7 

59.6 

54.8 

30.3 

29.6 

32.0 

38.1 

40.0 

38.9 

27.5 

25.5 

28.0 

3.7 

2.2 

2.7 

7.9 

6.2 

2.2 

0.6 

4.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【現在の為替相場が収益に与える影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない

ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている

9.5 

12.7 

9.5 

10.2 

11.9 

14.0 

9.3 

13.1 

6.6 

34.7 

28.2 

24.6 

40.7 

23.7 

14.0 

32.1 

30.3 

31.6 

33.2 

33.7 

43.7 

28.8 

33.9 

44.0 

35.0 

33.6 

43.4 

21.6 

22.1 

20.6 

20.3 

27.1 

24.0 

22.1 

19.7 

18.4 

1.0 

3.3 

1.6 

3.4 

4.0 

1.4 

3.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【適正な為替水準】

120円未満 120円～130円未満 130円～140円未満 140円～150円未満 150円以上

３．現在の為替水準について 

（１）現在の為替水準が収益に与える影響について 

[回答期間中の対米ドル為替相場 今回 5月調査：142～148円，前回 2 月調査：149～154 円，前々回 11月調査：149～156円] 
※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」，「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」 

・為替水準の収益への影響については,「影響は受けていない」が 50.3％〔同▲1.0〕,「悪い影響」が

34.7％〔同＋2.9〕となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業を展開する上で適正な為替水準について 

・事業を展開する上での適正な為替水準については，「130 円～140 円未満」が 43.7％〔前回比＋

10.0〕と最も多く，次いで「120円～130円未満」が 24.6％〔同▲3.6〕となっている。 
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9.0 

6.8 

7.4 

3.3 

1.6 

1.8 

11.0 

8.9 

9.7 

19.7 

21.4 

18.3 

16.4 

17.7 

8.8 

20.8 

22.8 

22.1 

12.8 

12.7 

10.4 

8.2 

14.5 

14.0 

14.5 

12.0 

9.0 

19.2 

17.3 

16.8 

29.5 

30.6 

26.3 

15.6 

12.0 

13.1 

20.9 

19.5 

28.7 

36.1 

29.0 

38.6 

15.6 

15.8 

24.8 

4.3 

5.5 

1.0 

1.6 

3.2 

1.8 

5.2 

6.3 

0.7 

12.4 

15.9 

15.3 

3.3 

1.6 

5.3 

15.6 

21.5 

19.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

2024年11月調査

2025年2月調査

2025年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【価格転嫁の状況】

全くできていない 25％以下 25％～50％以下 50％～75％以下 75％以上 すべてできた 該当しない

Ⅳ. 価格転嫁 

 

・「一部でも価格転嫁できている」とした回答は 75％（前回 76％），「全くできていない」とし

た回答は 7％（同 7％）となっており，前回調査から大きな変化はみられないが，転嫁できた割合

として「75％以上」とした回答は 29％（前回 20％）と増加し価格転嫁が進んでいることがみら

れる。 

・依然として価格転嫁できていないものとして「人件費」が最も多いが，製造業では前回調査より大

きく向上しており価格転嫁が進んだものとみられる。 
 
１．価格転嫁について 

（１）現在（2025年 5月）の価格転嫁の状況について 

・価格転嫁の状況については，「一部でも価格転嫁できている」が 75.2％〔前回比▲1.2〕となってい

る。内訳は「75％以上」が 28.7％〔同＋9.2〕と最も多く，次いで「25％以下」が 18.3％〔同▲

3.1〕となっている。また，「全くできていない」は 7.4％〔同＋0.6〕となっている。 

・製造業・非製造業とも 75％以上価格転嫁できている割合が前回調査から増加している。 

（「75％以上」：製造業 38.6％〔前回比＋9.6〕，非製造業 24.8％〔同＋9.0〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」は除外しているため，合計は 100％にならない。 
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76.0 

43.3 

38.0 

32.7 

2.0 

88.5 

46.2 

46.2 

50.0 

1.9 

69.4 

41.8 

33.7 

23.5 

2.0 

0 20 40 60 80 100

原材料・資材価格

人件費

エネルギー価格

物流費（輸送・倉庫）

その他

（％）

【価格転嫁できたもの】

全産業

製造業

非製造業

68.9 

38.5 

37.0 

24.4 

3.7 

65.9 

46.3 

43.9 

22.0 

2.4 

70.2 

35.1 

34.0 

25.5 

4.3 

0 20 40 60 80 100

人件費

物流費（輸送・倉庫）

エネルギー価格

原材料・資材価格

その他

（％）

【価格転嫁できていないもの】

全産業

製造業

非製造業

（２）費目別価格転嫁の可否について 

①価格転嫁できたもの 

・一部でも価格転嫁できた費目としては，「原材料・資材価格(76.0％)」〔前回比＋6.5〕が最も

多く，次いで「人件費(43.3％)」〔同▲1.8〕となっている。 

・製造業では「人件費（46.2％）」〔前回比＋10.0〕，非製造業では「原材料・資材価格

（69.4％）」〔同＋8.1〕において前回調査より価格転嫁が進んでいる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②価格転嫁できていないもの 

・価格転嫁できていない費目としては，「人件費(68.9％)」〔前回比▲1.2〕が最も多く，次いで

「物流費（輸送・倉庫） (38.5％)」〔同＋1.8〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに依然として「人件費」の割合が高いが，製造業では前回調査より大き

く減少しており価格転嫁傾向がみられる。 

（製造業 65.9％〔前回比▲17.8〕，非製造業 70.2％〔同＋5.8〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

※複数回答 

 

※括弧内の数値は前回調査
との比較値 

（＋6.5） 

（▲8.2） 

（＋2.0） 

（＋10.0） 

（▲1.8） 

（＋8.1） 
（＋4.0） 

（＋1.7） 

（＋1.8） 

（▲3.8） 

（＋1.6） 

（＋5.4） 

※括弧内の数値は前回調査
との比較値 

（▲1.2） 
（▲17.8） 

（＋5.8） 

（＋1.8） 

（▲4.9） 

（＋4.3） 

（▲1.8） 

（＋9.0） 

（▲6.4） 

（▲0.1） 

（＋3.4） 
（▲1.4） 
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57.7 

19.5 

17.7 

11.8 

8.6 

67.2 

11.5 

19.7 

8.2 

18.0 

54.1 

22.6 

17.0 

13.2 

5.0 

0 20 40 60 80 100

中国地域

投資計画なし

中国地域以外の国内

わからない

海外

（％）

【2025年度設備投資計画地域】

全産業

製造業

非製造業

Ⅴ. 設備投資等（中国地域） 

 

・2025 年度の中国地域への設備投資計画は 58％となっており，前回調査（59％）と同じ水準で

計画されている。 

・2025 年度の投資額（2024 年度比）は，「増加」が 39％，「横這い」が 50％，「減少」が

11％となっている。 

・2025年度の主な投資目的は，「維持・補修」，「合理化・省力化」，「デジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）」の順となっている。 

 
１．中国地域への設備投資の有無について 

・2025年度の中国地域への設備投資計画については，「計画あり」が 57.7％（前回比▲1.1）となって

いる。 

・非製造業では 54.1％〔前回比▲1.3〕となっており前回調査とほぼ同水準を維持するが，製造業では

67.2％〔同▲6.6〕となり減少している。 

・また，製造業では「中国地域以外の国内への設備投資」についても 19.7％（前回比▲15.7）と大き

く減少し，「投資計画なし」が 11.5％（同＋10.0）と増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答 

※括弧内の数値は前回調査
との比較値 

（▲2.9） 

（▲6.6） 

（▲1.1） 

（＋3.6） 

（＋1.3） 

（＋5.5） 

（＋10.0） 

（＋1.6） 
（＋2.6） 

（＋1.3） 

（▲5.4） 
（▲2.6） 

（＋2.3） 

（▲4.4） 

（▲15.7） 
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8.6 

3.1 

11.0 

30.5 

25.0 

32.9 

50.5 

56.3 

47.9 

10.5 

15.6 

8.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2025年度中国地域の設備投資額計画（2024年度比）】

大幅に増やす 増やす 横這い 減らす 大幅に減らす

75.2 

33.3 

26.7 

24.8 

14.3 

11.4 

11.4 

6.7 

5.7 

71.9 

46.9 

25.0 

25.0 

31.3 

28.1 

15.6 

6.3 

3.1 

76.7 

27.4 

27.4 

24.7 

6.8 

4.1 

9.6 

6.8 

6.8 

0 20 40 60 80 100

維持・補修

合理化・省力化

デジタルトランスフォーメーション

(DX)

増産・拡販

新製品・製品高度化

研究・開発

脱炭素・カーボンニュートラル・GX

新規事業

その他

（％）

【2025年度中国地域における設備投資目的】

全産業

製造業

非製造業

２．投資内容について  ※以下は，中国地域へ設備投資「実施(計画)」の内容。 

（１）投資額の増減について 

・2025 年度の設備投資額計画は，「増加」が 39.1％〔前回比＋7.3〕，「横這い」が 50.5％〔同▲

9.3〕，「減少」が 10.5％〔同＋7.7〕となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備投資等の目的について 

・中国地域における設備投資等の目的については，「維持・補修（75.2％）」〔前回比＋0.9〕が最

も多く，次いで「合理化・省力化（33.3％）」〔同▲3.4〕，「デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）（26.7％）」〔同＋10.2〕となっている。 

・前回調査と比較し「デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）」が増加しており，中国地域に

おいてＤＸが進行してきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「増加」：「大幅に増やす」＋「増やす」，「減少」：「大幅に減らす」＋「減らす」 

※複数回答 

（▲0.9） 
（▲3.1） 

（＋0.1） 

（▲3.4） 
（▲3.1） 

（▲3.8） 

（＋10.2） 

（＋11.8） 
（＋6.2） 

（＋7.8） 
（▲6.3） 
（＋3.7） 

（＋3.3） 

（＋1.6） 
（▲6.3） ※括弧内の数値は前回調査

との比較値 

（＋6.2） 

（＋12.5） 

（▲6.2） 

（＋2.0） 

（+2.9） 
（±0） 

（▲4.7） 

（▲0.5） 

（＋0.4） 

（▲2.5） 

（▲1.0） 

（▲3.6） 
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2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月

21年 22年 23年 24年 25年

全産業 28.4 22.7 33.5 33.7 38.7 35.4 43.2 51.3 51.5 51.8 53.9 56.0 55.0 50.5 51.8 52.9 53.7 49.5

製造業 13.7 3.9 22.0 24.0 25.0 26.4 32.9 32.7 37.4 46.8 50.7 51.3 50.8 36.9 37.5 33.3 41.5 37.7

非製造業 34.0 31.0 37.8 38.3 43.8 39.5 47.5 58.0 56.6 54.0 55.2 58.1 56.5 55.9 57.6 59.7 58.5 54.1

▲ 80.0

0.0

80.0

【D.I】 雇用判断D.Iの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

「不
足
」

「過
剰
」

82.8 

61.2 

60.3 

31.9 

25.9 

19.8 

19.0 

16.4 

0.9 

82.1 

46.4 

67.9 

32.1 

14.3 

14.3 

28.6 

17.9 

3.6 

83.0 

65.9 

58.0 

31.8 

29.5 

21.6 

15.9 

15.9 

0.0 

0 20 40 60 80 100

中途採用の増加

賃金の引き上げ

新卒採用の増加

時間外労働で対応

アウトソーシング

非正規雇用の増加

定年の引き上げ

外国人労働者の活用

その他

（％）

【人手不足の対応策】

全産業

製造業

非製造業

Ⅵ. 雇用状況 

 

・雇用判断ＤＩは 49.5（前回 53.7）と不足感が継続している。 

・人手不足の主な対応策として，「中途採用の増加」（83％），「賃金の引き上げ」（61％），

「新卒採用の増加」（60％）などが挙げられている。 

・2025年度新卒採用数は，予定通り以上が 48％となっている。 

・2026 年度新卒採用計画（2025 年度採用計画比）は，「前年度並み」が 55％，「増やす」が

22％，「未定」が 14％，「採用しない」が 5％，「減らす」が 4％となっている。 

 
１．現在の雇用状況について 

・雇用判断ＤＩ（「不足＋やや不足」割合－「過剰＋やや過剰」割合）は，49.5〔前回比▲4.2〕と，不足感が継続

している。 

・製造業・非製造業ともに不足感が継続しているものの，緩和傾向。 

 （製造業 37.7〔前回比▲3.8〕，非製造業 54.1〔同▲4.4〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
２．人手不足への対応について 

・人手不足の対応策については「中途採用の増加（82.8％）」〔前回比±0〕が最も多く，次いで「賃

金の引き上げ（61.2％）」〔同＋3.4〕，「新卒採用の増加（60.3％）」〔同▲3.0〕となっている。 

・製造業・非製造業ともに「中途採用の増加」の割合が高い。 

（製造業 82.8％〔前回比▲8.5〕，非製造業 83.0％〔同＋2.8〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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39.5 

36.1 

40.9 

8.6 

8.2 

8.8 

26.8 

36.1 

23.3 

11.8 

11.5 

11.9 

12.3 

8.2 

13.8 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2025年度入社新卒採用実績】

予定通り（100％） 予定より多い（100％超）
予定より少ない（50％以上100％未満） 予定より少ない（50％未満）
当初より新卒採用予定なし

21.8 

16.4 

23.9 

55.0 

67.2 

50.3 

3.6 

4.9 

3.1 

5.5 

7.5 

14.1 

11.5 

15.1 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2026年度入社新卒採用計画（2025年度採用計画比）】

増やす 前年度並み 減らす 採用しない 未定

３．新卒採用について 

（１）2025年度新卒採用実績 

・2025 年度新卒採用状況については，予定通り以上（「予定通り」＋「予定より多い」）が 48.1％に

留まっており，採用計画通りの新卒獲得が困難な状況は続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）2026年度新卒採用計画（2025年度採用計画比） 

・2026 年度（2026 年 4 月入社）の新卒採用計画については，「前年度並み（55.0％）」〔前回比▲

1.7〕が最も多く，次いで「増やす（21.8％）」〔同＋0.9〕，「未定（14.1％）」〔同▲4.1〕と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」は除外しているため，合計は 100％にならない。 
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25.5 

18.0 

28.3 

42.7 

52.5 

39.0 

5.9 

14.8 

2.5 

2.7 

1.6 

3.1 

23.2 

13.1 

27.0 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2025年度中途採用計画（2024年度採用計画比）】

増やす 前年度並み 減らす 採用しない 未定

79.5 

63.4 

32.9 

21.1 

13.7 

5.6 

2.5 

74.5 

56.9 

35.3 

19.6 

9.8 

3.9 

0.0 

81.8 

66.4 

31.8 

21.8 

15.5 

6.4 

3.6 

0 20 40 60 80 100

即戦力の確保

人手不足

新卒採用数が不足

社内活性化

新規事業・特定事業での

活用

教育コストの削減

その他

（％）

【中途採用を行う目的・理由】

全産業

製造業

非製造業

（３）2025年度中途採用計画（2025年度採用計画比） 

・2025 年度の中途採用計画については，「前年度並み（42.7％）」が最も多く，次いで「増やす

（25.5％）」，「未定（23.2％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）中途採用を行う目的・理由について 

 ・2025 年度に中途採用を計画している目的・理由については，「即戦力の確保」（79.5％）が最も

多く，次いで「人手不足の解消」（63.4％），「新卒採用数が不足」（32.9％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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36.1 

35.5 

17.8 

16.1 

8.9 

10.1 

37.1 

38.2 

0% 25% 50% 75% 100%

2025年度5月調査

2024年度5月調査

【賃上げ動向（非正規社員）】

実施した 実施予定 実施しない わからない，未定

67.3 

66.1 

22.3 

23.3 

2.3 

2.6 

8.2 

7.9 

0% 25% 50% 75% 100%

2025年5月調査

2024年5月調査

【賃上げ動向（正社員）】

実施する（実施した） 実施予定 実施しない（実施していない） わからない，未定

Ⅶ. 賃上げ 

 

・2025 年度に賃上げを「実施した」または「実施予定」との回答は，正社員で 90％，非正規社員

で 54％となっている。 

・2025 年度の賃上げ率については正社員・非正規社員ともに約 75％の企業が 5％未満に留まって

いる。 

・賃上げの内容は「ベースアップ」，「定期昇給」が上位となり，賃上げの目的・理由は「社員のモ

チベーション向上」，「物価上昇への対応」，「人材確保・採用」が上位となっている。 
 
１．賃上げ動向 

（１）全体動向 

・2025年度の賃上げについては，正社員で「実施」が89.6％（前年比＋0.2），非正規社員で53.9％

（同＋2.3）となり前年調査と大きな変化なく同水準となっている。 

・前年同様に，正社員では 9割近くで「実施」が見込まれているものの，非正規社員では半数程度と

なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「実施」：「実施した」+「実施予定」 
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39.4 

35.3 

31.8 

46.7 

34.7 

33.3 

11.8 

18.2 

6.7 

16.7 

12.1 

8.8 

15.9 

13.3 

1.4 

15.2 

44.1 

34.1 

33.3 

47.2 

0% 25% 50% 75% 100%

～5千万円未満

5千万円～1億円未満

1億円～3億円未満

3億円～10億円未満

10億以上

【資本金別 2025年度賃上げ動向（非正規社員）】

実施した 実施予定 実施しない わからない，未定

60.5 

75.0 

70.2 

75.0 

64.9 

34.2 

19.4 

19.1 

12.5 

23.4 

2.6 

4.3 

6.3 

2.6 

5.6 

6.4 

6.3 

11.7 

0% 25% 50% 75% 100%

～5千万円未満

5千万円～1億円未満

1億円～3億円未満

3億円～10億円未満

10億以上

【資本金別 2025年度賃上げ動向（正社員）】

実施した 実施予定 実施しない わからない，未定

（２）資本金別動向 

・資本金別ではどの層も正社員については「実施」が占める割合多く，高水準となっている。 

・非正社員では，資本金 5千万円未満の企業で賃上げに積極的な傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「実施」：「実施する」+「実施予定」 
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61.1 

20.8 

39.3 

32.8 

34.8 

5.6 

37.5 

14.3 

22.4 

10.9 

11.1 

8.3 

14.3 

5.2 

6.5 

22.2 

33.3 

32.1 

39.7 

47.8 

0% 25% 50% 75% 100%

50人以下

51～100人

101～300人

301～2,000人

2,000人超

【従業員数別 2025年度賃上げ動向（非正規社員）】

実施した 実施予定 実施しない わからない，未定

67.3 

58.3 

65.5 

63.8 

67.2 

77.1 

22.3 

25.0 

27.6 

25.9 

21.3 

14.6 

2.3 

3.4 

6.9 

8.2 

16.7 

3.4 

3.4 

11.5 

8.3 

0% 25% 50% 75% 100%

全体

50人以下

51～100人

101～300人

301～2,000人

2,000人超

【従業員数別 2025年度賃上げ動向（正社員）】

実施した 実施予定 実施しない わからない，未定

（３）従業員数別 

・従業員数別ではどの層も正社員については「実施」が占める割合が多いが，従業員が 50 人以下の

企業では割合が全体に比べやや少なく，「わからない，未定」が多くなっている。 

・一方で，非正規社員については，50 人以下の企業の割合が最も多く，2000 人超の企業の割合が全

体に比べやや少なくなっている。 

・また，正社員については 50 人以下の企業と 301 人超の企業で「実施しない」とした回答が 0 とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「実施」：「実施する」+「実施予定」 
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77.6 

75.5 

29.6 

16.8 

10.7 

4.1 

79.2 

76.2 

35.6 

20.8 

7.4 

2.5 

0 20 40 60 80 100

ベースアップ

定期昇給

新卒初任給の増加

賞与（一時金）の増加

手当の新設

その他

（％）

【賃上げ内容（正社員）】

2025年5月調査

2024年5月調査

※2024年 5月調査では「5～10％未満」の項目をまとめて集計 

※2024年 5月調査では「5～10％未満」の項目をまとめて集計 

２．賃上げ率  ※以下は賃上げ「実施（予定）」と回答した先 

（１）全体動向 

・2025 年度の賃上げ率で最も多い上げ幅は，正社員で「3～4％未満（25.1％）」，非正規社員で「2

～3％未満（30.2％）」となっている。 
・正社員では前年と比較し割合に大きな変化ないが，非正規社員では全体として僅かに賃上げ率が
低下している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３．賃上げ内容 

・2025 年度の正社員の賃上げ内容については，「ベースアップ（77.6％）」が最も多く，次いで

「定期昇給（75.5％）」となっており，上位項目については前年調査と比較し大きな変化は見ら

れない。 
・「新卒初任給の増加（29.6％）」，「賞与（一時金）の増加（16.8％）」とした割合が前年調査
と比較し減少している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.6 

1.5 

10.5 

11.1 

19.4 

19.6 

25.1 

24.1 

18.8 

18.6 

16.2 

23.1 

7.3 1.0 

2.0 

0% 25% 50% 75% 100%

2025年5月調査

2024年5月調査

【賃上げ率（正社員）】

1％未満 1～2％未満 2～3％未満 3～4％未満 4～5％未満 5～6％未満 6～10％未満 10％以上

5.9 

5.5 

14.7 

13.6 

29.4 

28.2 

23.5 

20.9 

17.6 

17.3 

5.9 

14.5 

2.9 

0% 25% 50% 75% 100%

2025年5月調査

2024年5月調査

【賃上げ率（非正規社員）】

1％未満 1～2％未満 2～3％未満 3～4％未満 4～5％未満 5～6％未満 6～10％未満

※複数回答 
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４．賃上げ目的・理由 

・2025 年度の賃上げ目的・理由として最も多いのは，正社員，非正規社員ともに「社員のモチベー

ション向上」となっている。（正社員 86.8％，非正規社員 70.1％） 

・正社員では「社員のモチベーション向上」に次いで「人材確保・採用」，「物価上昇への対応」

が引き続き上位に位置しており，前年調査と比較し大きな変化はないが，非正規社員では「人材

確保・採用」の割合が前年調査より減少している（▲11.9）している。 

・また，正社員，非正規社員ともに「政府等の賃上げ方針への対応」，「業界相場への対応」とし

た割合が前年より大きく減少している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86.8 

79.7 

72.6 

16.8 

16.2 

13.7 

0.5 

88.6 

77.7 

68.8 

11.9 

26.2 

30.2 

7.4 

0 20 40 60 80 100

社員のモチベーション…

人材確保・採用

物価上昇への対応

自社の業績が好調・…

政府等の賃上げ方針…

業界相場への対応

その他

タイトル

【賃上げ目的・理由（正社員）】

2025年5月調査

2024年5月調査

70.1 

62.6 

55.1 

23.4 

15.0 

9.3 

8.4 

1.9 

73.2 

58.9 

67.0 

23.2 

8.9 

31.3 

7.2 

0 20 40 60 80 100

社員のモチベーション…

物価上昇への対応

人材確保・採用

最低賃金が上昇した…

政府等の賃上げ方針…

自社の業績が好調・…

業界相場への対応

その他

タイトル

【賃上げ目的・理由（非正規社員）】

2025年5月調査

2024年5月調査

 
※2024年 5 月調査時 
 質問項目「最低賃金が上昇した」はなし。 
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Ⅷ. 外国人材 

 

（外国人材の雇用状況） 

・約 3割の企業が外国人材を雇用しており，製造業・非製造業ともに「技能実習生」が最も多い。 

（特定技能制度・技能実習制度） 

・特定技能制度見直しに対する課題として，「外国人材の日本語能力の不足」（62％），「募集受

入等に手間・コストがかかる」（23％），「特定技能対象分野が限定的」（23％）などが挙げら

れている。 

・技能実習制度見直し（育成就労制度の創設）に対する課題として，「現行制度の職種がすべてカバ

ーされるか不明」（50％），「本人意向の転籍による人材流出」（33％），「日本語要件の設定

による教育負担の増加」（28％）が挙げられている。 

（外国人材の採用動向） 

・今後の外国人材の採用予定については，「今後の状況をみて検討する」（54％），「採用は考え

ていない」（29％）が多数を占めており，採用を計画している企業は２割に届いていない。 

・外国人材の確保に向けた重要策として，「受入外国人への日本語教育に係る支援」（65％），

「外国人受入に関する企業への支援」（34％），「企業における適正な労働条件と雇用管理」

（28％）などが挙げられている。 

（外国人留学生の採用動向） 

・2026年度の採用予定は 5％となっている。 

 

 

１．外国人材の雇用状況 

（１）外国人材の雇用状況 

①雇用状況 

・外国人材の雇用については，「雇用している」が 32.8％〔前年比＋0.3〕，「雇用していない」が

67.2％〔同▲0.3〕となっている。 

・製造業では「雇用している」が 46.3％〔前年比▲2.9〕となっており，引き続き非製造業と比べて

雇用が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

32.5 

49.2 

25.8 

67.5 

50.8 

74.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人材の雇用状況（2024年5月調査）】

雇用している 雇用していない

32.8 

46.3 

27.3 

67.2 

53.7 

72.7 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人材の雇用状況（2025年5月調査）】

雇用している 雇用していない
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41.0 

38.5 

23.9 

15.4 

14.5 

14.5 

13.7 

12.8 

11.1 

9.4 

8.5 

2.6 

2.6 

53.6 

53.6 

25.0 

14.3 

25.0 

7.1 

10.7 

21.4 

14.3 

14.3 

3.6 

37.1 

33.7 

23.6 

15.7 

11.2 

16.9 

14.6 

10.1 

10.1 

12.4 

6.7 

2.2 

3.4 

0 20 40 60

日本人の雇用を優先

社内の受け入れ態勢が未整備

日本語能力に懸念がある

教育・研修・サポート等で手間・コスト

文化・価値観・習慣の違い

外国人材を雇用する職域がない

現在の制度上採用が困難（対象職種ではない等）

雇用管理が煩雑

外国人材の定着率に不安がある

その他

継続的な雇用が難しい

採用方法がわからない

採用しようと思ったができなかった

（％）

【外国人材を雇用していない理由】

全産業

製造業

非製造業

②雇用している人材の在留資格（雇用人数ベース）  

・在留資格別に見ると，「技能実習生（50.1％）」が最も多く，次いで「特定技能資格者

（16.2％）」となっている。 

・製造業・非製造業ともに「技能実習生」が最も多く雇用されている。 

（製造業 56.0％，非製造業 24.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③外国人材を雇用していない理由 

・外国人材を雇用していない理由は，「日本人の雇用を優先（41.0％）」が最も多く，次いで「社

内の受け入れ態勢が未整備（38.5％）」，「日本語能力に懸念がある（23.9％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.2 

16.8 

13.9 

50.1 

56.0 

24.7 

6.2 

5.0 

11.6 

13.4 

12.2 

18.4 

6.8 

4.0 

19.1 

7.3 

6.1 

12.4 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【雇用している外国人の在留資格別割合】（雇用人数ベース）

特定技能資格者 技能実習生 高度人材 永住者・定住者 資格外活動 その他

※複数回答 
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61.5 

23.1 

23.1 

15.4 

15.4 

15.4 

15.4 

66.7 

16.7 

16.7 

33.3 

16.7 

33.3 

33.3 

57.1 

28.6 

28.6 

14.3 

0 20 40 60 80

外国人材の日本語能力の不足

募集・受入等に手間・コストがかかる

特定技能対象分野が限定的

転職により人材が定着しにくい

制度が複雑で分かりにくい

在留資格・雇用管理等の手続きの負担

特定技能2号試験が難しい

（％）

【特定技能制度見直しにおける課題】

全産業

製造業

非製造業

44.4 

27.8 

27.8 

11.1 

11.1 

5.6 

5.6 

50.0 

28.6 

21.4 

14.3 

14.3 

7.1 

25.0 

25.0 

50.0 

25.0 

0 20 40 60 80

現時点では評価が難しい

悪質な監理団体の排除

制度の目的に「人材確保」が明記された

本人意向の転籍が認められた

特定技能と育成就労の対象業務を一致

まったく評価できない

育成就労制度を理解していない

（％）

【技能実習制度見直しに対する評価】

全産業

製造業

非製造業

２．特定技能制度・技能実習制度 

（１）特定技能制度の見直しにおける課題（特定技能資格者を雇用しているとした回答が対象） 

・特定技能制度の見直しにおける課題については，「外国人材の日本語能力の不足（61.5％）」が最

も多く，次いで「募集・受入等に手間・コストがかかる（23.1％）」，「特定技能対象分野が限定

的（23.1％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）技能実習制度の見直し（育成就労制度の創設）に対する評価（技能実習生を雇用しているとした回答が対象） 

・技能実習制度の見直し（育成就労制度の創設）における評価については，「現時点では評価が難し

い（44.4％）」が最も多く，次いで「制度の目的に「人材確保」が明記された（27.8％）」，「悪

質な監理団体の排除（27.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

※複数回答 

※複数回答 
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50.0 

33.3 

27.8 

22.2 

50.0 

42.9 

35.7 

14.3 

50.0 

50.0 

0 20 40 60 80

現行制度の職種が

すべてカバーされるか不明

本人意向の転籍による人材流出

日本語要件の設定による

教育負担の増加

特になし

（％）

【技能実習制度見直しにおける課題】

全産業

製造業

非製造業

16.7 

20.4 

15.2 

1.1 

1.9 

0.8 

28.5 

25.9 

29.5 

53.8 

51.9 

54.5 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人材の採用意向】

採用を計画しており、現在より増加したい 採用を計画しているが，現在より減少したい

採用は考えていない 今後の状況をみて検討する

（３）技能実習制度の見直し（育成就労制度の創設）における課題（技能実習生を雇用しているとした回答が対象） 

・技能実習制度の見直し（育成就労制度の創設）における課題については，「現行制度の職種がすべ

てカバーされるか不明（50.0％）」が最も多く，次いで「本人意向の転籍による人材流出

（33.3％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外国人材の採用動向 

（１）外国人材の採用意向について 

①採用予定 

・今後の外国人材の採用予定については，「今後の状況をみて検討する（53.8％）」が最も多く，

次いで「採用は考えていない（28.5％）」となっている。 

・製造業では非製造業と比べて採用意向がみられるものの，2 割程度であり消極的な姿勢となってい

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※複数回答 
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64.5 

34.4 

29.0 

28.4 

23.0 

21.3 

18.0 

14.8 

13.1 

10.4 

10.4 

8.7 

8.7 

6.6 

66.7 

27.8 

38.9 

20.4 

31.5 

24.1 

22.2 

20.4 

5.6 

9.3 

16.7 

9.3 

9.3 

7.4 

63.6 

37.2 

24.8 

31.8 

19.4 

20.2 

16.3 

12.4 

16.3 

10.9 

7.8 

8.5 

8.5 

6.2 

0 20 40 60 80

受入外国人への日本語教育に係る支援

外国人受入に関する企業への支援

在留資格手続の簡素化・デジタル化

企業における適正な労働条件と雇用管理

悪質な仲介業者の排除

在留資格体系の見直し

評価基準・キャリアパスの明確化

行政・生活情報の多言語化

人権の保護

企業における給与水準の確保

買い物などの生活支援

行政・生活情報の積極的な発信

社会保険加入の促進

外国人労働者ご子息に対する教育の充実

（％）

【外国人材の確保に向けて今後重要なこと】

全産業(183社)

製造業(54社)

非製造業(129社)

34.4 

38.9 

32.6 

65.6 

61.1 

67.4 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人留学生の採用実績（2024年度まで）】

ある ない

②外国人材の確保に向けた重要施策 

・外国人材の確保に向けた重要施策としては，「受入外国人への日本語教育に係る支援（64.5％）」

が最も多く，次いで「外国人受入に関する企業への支援（34.4％）」，「在留資格手続の簡素

化・デジタル化（29.0％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．外国人留学生の採用動向 

（１）2024年度までの採用実績 

・2024年度までの外国人留学生採用実績は，「ある」が 34.4％，「ない」が 65.6％となっている。 

・製造業では「ある」が 38.9％と，非製造業と比べて実績がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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5.4 

5.6 

5.3 

40.3 

33.3 

43.2 

54.3 

61.1 

51.5 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人留学生の採用予定（2026年度）】

予定している わからない 予定していない

（２）2026年度採用活動について 

・2026年度の採用予定は，「予定している」が5.4％，「予定していない」が54.3％，「わからない」

が 40.3％となっている。 
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Ⅸ. トランプ大統領米政権による関税措置 

 

（アメリカ政権の関税措置による影響） 

・影響を受けているとした企業は 34％となっている。 

（影響の内容） 

・影響の内容として，「需要の停滞」（60％），「販売量・生産量の低下」（52％），「コストの

増加」（38％）などが挙げられている。 

（先行きの対応） 

・先行きの対応については，「当面は静観」（43％），「特に対応はしない」（41％），「未定」

（15％）が上位となっており，トランプ政権の流動的な言動を反映した結果となっている。 

（先行きの懸念事項） 

・先行きの懸念事項として，「わからない」（40％）が最も多いが，「需要の停滞」（33％），

「販売量・生産量の低下」（24％）などが挙げられている。 

 

１．アメリカ政権の関税措置による影響について 

（１）アメリカ政権の関税措置による影響について 

 ・アメリカ政権の関税措置について，影響を受けている（「大きな影響がある」＋「影響があ

る」）とした企業が 33.8％，「影響はない」が 21.0％，となっている。 

・また，「わからない」とした企業は「45.2％」となっている。 

・製造業では影響を受けているとした企業が 48.2％となっており，非製造業と比べて影響度合いが

大きい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5 

16.7 

3.8 

26.3 

31.5 

24.2 

21.0 

16.7 

22.7 

45.2 

35.2 

49.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【業種別 アメリカ政権の関税措置による影響】

大きな影響がある 影響がある 影響はない わからない
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60.3 

52.4 

38.1 

25.4 

9.5 

4.8 

69.2 

88.5 

34.6 

19.2 

23.1 

3.8 

54.1 

27.0 

40.5 

29.7 

0.0 

5.4 

0 20 40 60 80 100

需要の停滞

販売量・生産量の低下

コストの増加

サプライチェーンの混乱

値下げ要請

その他

（％）

アメリカ政権による関税に対する影響の内容

全産業

製造業

非製造業

43.2 

41.1 

14.6 

3.8 

3.2 

2.2 

1.1 

0.5 

47.2 

34.0 

15.1 

5.7 

5.7 

5.7 

1.9 

1.9 

41.7 

43.9 

14.4 

3.0 

2.3 

0.8 

0.8 

0 20 40 60 80 100

当面は静観

特に対応はしない

未定

価格戦略の見直し

販売量・生産量の削減

米国以外の市場への販売拡大・新規開拓

その他

米国内での生産の強化

（％）

アメリカ政権による関税に対する先行きの対応

全産業

製造業

非製造業

（２）影響の内容について 

 ・影響の内容については，「需要の停滞（60.3％」」が最も多く，次いで「販売量・生産量の低下

（52.4％）」，「コストの増加（38.1％）」となっている。 

 ・製造業では「販売量・生産量の低下（88.5％）」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．先行きの対応について 

 ・先行きの対応については「当面は静観（43.2％）」，「特に対応はしない（41.1）」，「未定

（14.6％）」とした企業が大半であり，トランプ政権の流動的な言動を反映した結果となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

※複数回答 
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40.3 

32.8 

24.2 

12.9 

11.8 

8.6 

8.1 

7.5 

2.2 

1.1 

37.0 

48.1 

42.6 

11.1 

5.6 

14.8 

22.2 

9.3 

0.0 

3.7 

41.7 

26.5 

16.7 

13.6 

14.4 

6.1 

2.3 

6.8 

3.0 

0 20 40 60 80 100

わからない

需要の停滞

販売量・生産量の低下

設備投資の遅延・見直し

懸念事項はない

中国（国）経済の停滞

関税吸収による利益減少

サプライチェーンの混乱

その他

資金繰りの悪化

（％）

アメリカ政権による関税に対する先行きの懸念事項】

全産業

製造業

非製造業

３．先行きの懸念事項 

・先行きの懸念事項については「わからない（40.3％）」が最も多いが，次いで「需要の停滞

（32.8％）」，「販売量・生産量の低下（24.2％）」となっている。 

・特に製造業では「需要の停滞（48.1％）」，「販売量・生産量の低下（42.6％）」とした割合が

多くなっている。 

 

 

※複数回答 


